
中長期展望の基本方針（平成23～25年度）

①安定給水を確保した上で適正な事業規模に見直す
②健全な経営基盤の確立を目指す

再構築計画（平成18～28年度）
10ヵ年施設整備計画（平成21～30年度）

実施計画

水道施設及び工業用水道施設の
地震対策の推進

東日本大震災を踏まえた取組み

■長沢浄水場

工水沈でん池(既設)

細山送水ポンプ室(完成) 

管理室(完成) 

濃縮槽(既設) 
排水処理棟(既設) 

工水調整池(完成)

送水ポンプ（完成）

潮見台配水池

H25年度　第1期工事完成
14万m3／日　通水開始

第２沈でん池(既設)

第１沈でん池(既設)

調整池(完成)

○　施設能力の増強と耐震化を目的とした更新

配水池

第４沈でん池

第３着水井

管理棟他(完成)

雨水リサイクル施設

活性炭接触槽

第３沈でん池

H24～26年度
潮見台配水池と生田配水池を結ぶ
送水管を新設

■鷺沼配水池
○　10ヵ年施設整備計画に基づく耐震化

平間配水所

用地の有効利用を検討

■2号配水本管　鶴見川水管橋
○　10ヵ年施設整備計画に基づく耐震化

H24～26年度
2号配水本管を地下に布設替し耐震化

H24～27年度
生田配水池の更新、耐震化

H25～27年度　第2期工事
第3沈でん池・
活性炭接触槽等の新設

ろ過池

H25～27年度
・市内最大の鷺沼配水池を耐震補強
・配水池上部をカッパーク鷺沼として
市民に開放しており、市民の安全を確保
・災害時の水を確保

・高低差を利用した自然流下方式により電力消費が
少なく環境に配慮した浄水場
・水質が良く、従来からの急速ろ過方式を採用し
技術の継承を図る

■生田浄水場
○　送配水施設の更新

■平間配水所
○　工水設備の更新

H26～27年度
調整池、受変電設備、
配水ポンプ設備等の更新、
自家発電設備等の新設

■末吉配水池
○　10ヵ年施設整備計画に基づく耐震化

H27～30年度
末吉配水池の更新、耐震化

H25～26年度
受変電設備、導水ポンプ設備等の更新、
自家発電設備等の新設

■稲田取水所
○　工水設備の更新

生田送水
ポンプ設備

 
耐震化等の取組（１）（水道事業・工業用水道事業）

資料２
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市立中学校、医療機関などの重要な拠点への供給ルート耐震化

配水池

耐震管 耐震管耐震管

配水池

医療機関　７７か所

市立中学校
（地域防災拠点）５１か所

配水本管

配水本管

H26年度以降
老朽管更新時に小学校（避難所）や帰宅困難者一時
滞在施設等への管路耐震化を優先的に実施

H24年度
１７箇所（計１０７箇所）

H25年度　8,000m
２１箇所（計１２８箇所）
H25年度整備完了

非耐震化延長 内 老朽管延長

小 学 校（避 難 所） 32,000 m 9,500 m

帰宅困難者一時滞在施設 3,100 m 210 m

新たな応急給水拠点整備の推進

これまでの取組み

H24年度
 ・ 災害対策用貯水槽　３１か所整備完了
 ・ 自主防災組織による拠点開設に向けた
　  訓練を実施（１０箇所）

H25年度
・ 応急給水拠点　１３８か所整備完了
・ 自主防災組織による拠点開設に向けた
   訓練を実施（２５箇所完了予定）

正門（局職員用）

災害時
注水施設

配水塔
緊急遮断弁付

配水塔

注水地点併設型
　（イメージ図）

蛇口型拠点用入口
・通常時は閉
・震災時には、地元自治会等で開錠

○ 　  注水地点併設型７箇所（長沢、潮見台、
　　　　鷺沼、末吉、黒川、宮崎、高石）など

H26～30年度　新たな対策
上下水道局職員による開設が
不要な応急給水拠点の整備

老朽管の更新

整備完了後の応急給水拠点分布状況

施　策　名

10ヵ年
施設整備計画

老朽管の更新

配水池や
重要管路
の耐震化

再構築計画

H27 H28 H30H29H25 H26

●
長沢浄水場の第２期工事完了
生田配水池完了（生田浄水場廃止）
平間配水所完了

●
稲田取水所完了

●
宮崎配水塔完了

●
百合丘配水塔完了
重要な拠点への管路整備完了

●
　鷺沼配水池完了

●
黒川配水池完了

●
老朽管の更新完了

●
潮見台配水池、
末吉配水池完了

●
長沢浄水場の第2期工事着手
1系浄水施設14万m3/日　通水開始

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

H26～30年度
・年次を追って老朽配水管更新延長を増加させ、
　平成30年度には小口径管路の
　更新サイクル60年（更新率1.67%）を達成
・平成28年度に鉛製給水管、
　平成30年度に老朽給水管（鉛製以外）を解消

H24年度
老朽配水管更新延長　26,000ｍ
老朽給水管更新件数　約5,700件（自然減含む）

H25年度
老朽配水管更新延長　29,000ｍ
老朽給水管更新件数 約6,700件（自然減含む）

半径750ｍ以内で応急給水が可能
応急給水の確実性、利便性の向上

応急給水拠点（平成25年度整備完了）

注水地点併設型拠点

図は拠点から半径750ｍの
エリアを示している

●管路の耐震化を図る ●災害時の応急給水拠点を確保する

 

配水塔

配水池

基幹管路（導水管・送水管・配水本管）（耐震化率74.8％）

配水管

浄水場 送水管

配水管給水管

送水管

配水本管

配水本管

給水管

老朽配水管（H24年度末予定210,300m）

老朽給水管（H24年度末予定33,000件）

 
耐震化等の取組（２）（災害時における水道の機能確保）
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参考：100%（H33
年度頃、小規模
な浄水場を除く）

非公表

浄水施設
耐震率

（H22年度）
目標

東京都 非公表 非公表

川崎市 0.0%
100%

（H27年度）

横浜市

神奈川県

横須賀市

0.0%

0.0%

0.4%

43%
（H27年度）
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100％

平成24年度

　長沢1期完成

平成27年度

　再構築事業完成

41％
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鷺沼配水池の耐震化前倒し

当初計画で耐震化される配水池容量

耐震率

 

配水池耐震施設率（水道事業）

平成25～27年度
　東日本大震災により
　鷺沼配水池の耐震化前倒し

96％

62％

老朽配水管の更新（水道事業）
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1.67％

平成30年度
　老朽配水管残延長ゼロ
　管路更新率の引き上げ

残延長０

近隣事業体の状況川崎市の実績と目標

川崎市の実績と目標
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東京都 横浜市 神奈川県 横須賀市 川崎市

近隣事業体の状況
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1.0％

71.7％

川崎市の実績と目標
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2.0

東京都 横浜市 神奈川県 横須賀市 川崎市

近隣事業体の状況

1.2％

0.62％ 0.87％

基幹管路耐震化率

川崎市の実績と目標

78.3％

近隣事業体の状況

基幹管路の耐震化率は
極めて高い

0
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東京都 横浜市 神奈川県 横須賀市 川崎市

35.2％

49.4％
56.5％

61.1％

1.2％

0％

74.8％

1.6％

1.40％

1.6％

1.40％

H30年度
96％

H30年度
1.67％

H30年度
78.3％

※H22年度
※H22年度

※H23年度

74.8%
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● 下水道事業の主な取組

高度処理施設の整備の推進
【入江崎水処理ｾﾝﾀｰ西系再構築事業】

【処理能力 129,000m3/日】 （H24～H29）

浸水対策・合流改善施設整備の推進
【大師河原貯留管整備事業】

【φ5.0m L=2,046m 貯留量 35,600m3】

（対象面積：３７６ha）
（H20～H30）

貯留管の整備による、雨天時における
未処理下水放流対策および浸水対策

高度処理施設の整備の推進
【等々力水処理ｾﾝﾀｰ高度処理】
H24 基本設計 H25 実施設計

窒素やりんを除去できる
処理方式への施設改造

観音川下水幹線の耐震化
(H22～H25完了)

下水管の耐震補強

田島下水幹線の耐震化
(H25～H26)

下水管の耐震補強

地震時における津波対策（計画策定中）

(H24～）

下水管の逆流防止対策
ポンプ場・水処理センターの津波対策
津波を考慮した危機管理マニュアルの策定

渡田ポンプ場の再構築
(H23～H34)

老朽化施設の建替え

加瀬水処理センターの耐震化
(H23～H25完了)

南系水処理施設の耐震補強

管きょ再整備と地震対策の重点的な取組み地域
（老朽管が多く大きな地震被害が想定される地域を重点化）

重要な管きょの耐震化 (H22～H31見込み)

老朽化した下水管の更生・布設替え

宮崎地区の浸水対策
（対象面積：１９２ha）

(H21～H28)

雨水管の整備

馬絹地区の浸水対策
（対象面積：２０ha）

(H21～H25)

雨水管の整備

宿河原地区の浸水対策
（対象面積：１２４ha）
(H20～H24完了)

雨水管の整備

登戸地区の浸水対策
（対象面積：２３９ha）

(H20～H26)

雨水管の整備 丸子地区の浸水対策
（対象面積：１５７ha）

(H23～H28)

雨水管の整備

市内の各施設

で設備更新
水処理センター、ポン
プ場の老朽化設備更

新、長寿命化

凡 例

浸水対策
合流改善

高度処理

地震対策
再整備・再構築

耐震化等の取組① （下水道事業）

窒素やりんを除去できる処理方式の施設建設

 耐震化等の取組（３）（下水道事業）
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●実施スケジュール

●市内全域の耐震化率
（H22～H25）

耐震化率　【管きょ】

25.5 26.2 26.4 26.8

10

20

30

H22 H２３ H２４ H２５
年度

（％）

管きょ総延長
3,054km

耐震化延長
19.8km 23.9km 21.0km 20.2km

耐震化率　【処理場・ポンプ場】

11.6

22.8
23.7

26.8

10

20

30

H22 H２３ H２４ H２５

年度

（％）

耐震化対象施設 224施設

耐震化施設

1箇所 25箇所 2箇所 7箇所

管きょの耐震化

水処理センター・ポンプ場の耐震化

平成２６年度～対象施設
実施予定年度

平成２５年度

浸水対策・合流改善

平成２３年度 平成２４年度

　水処理センター
　　　高度処理化、設備更新

　ポンプ場
　　　再構築、設備更新

耐
震
化
に

　
 
 
つ
な
が
る
事
業

管きょの再整備

入江崎水処理センター西系 水処理施設２/２ （杭基礎工事 躯体築造工事等）

渡田ポンプ場 雨水施設再構築 （配管移設工事 躯体築造工事）

耐震化工事継続加瀬水処理センター 南系水処理施設 （エキスパンションジョイント補強工事） ほか

田島幹線 （耐震化工事）観音川幹線 （耐震化工事）

工事着手高度処理 実施設計等々力水処理センター 高度処理 基本設計

大師河原地区 大師河原貯留管 （シールド工事 送水ﾎﾟﾝﾌﾟ棟築造工事）

登戸地区・馬絹地区 （雨水管整備）

宿河原地区 （雨水管整備）

宮崎地区 （雨水管整備）

丸子地区 雨水幹線 （シールド工事）

管きょの再整備 （老朽化した管きょの多い入江崎処理区を重点化）

平成３６年度
全体施設
完了予定

平成２９年度
全体施設
完了予定

平成３４年度
全体施設
完了予定

平成３０年度
全体施設
完了予定

平成２６年度
全体施設
完了予定

平成２８年度
全体施設
完了予定 平成２８年度

全体施設
完了予定

●地震対策の重点的な取組み地域における
重要管きょの耐震化進捗率（H22～H31）

（老朽管が多く大きな地震被害が想定される地域）

※計画：下水道総合地震対策事業（国の補助事業）に対する計画
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H22 H23 H24 H25 H26 H27 ・・・ H31

現在までの計画※における耐震化進捗率（％） 【計画延長14.5km】

H25計画※見直し後の耐震化進捗率（％） 【予定計画延長38.4km】

（見込み）

計画見直し

による増分

（イメージ）

H22 ・・・・・・・・ H25 H26 H27 ・・・・・・・・ H31

地域防災拠点等～
水処理ｾﾝﾀｰ

←　　　　　　　次期計画　　　　　　　→
←　　　現在の下水道総合地震対策計画　　　→

軌道下

緊急輸送路下
（車道部分）

計画見直し

入江崎
89.6％

加瀬
0.4％

等々力
10.0％

麻生
0%

耐用年数50年経過管きょの比率（平成23年度末）

地震対策の重点的な取組み地域

耐震化等の取組② （下水道事業）

耐震化が図れる下水管きょの再整備
(管きょの内面ライニングによる更生工事）

H２２年度末 全国の下水道管きょ耐震化率１４％ （国土交通省調べ）

（H9年指針策定以前に工事発注された施設のうち重要管きょ）

(年度)

●処理区別・下水管きょ延長の推移

(固定資産台帳ベース)

(km)

(14.5km)

(14.5km)

(38.4km)

H25年度へ前倒し
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1 5 10 15 20 25 30 35 39 40 45 50 55 60 65 70 75 80 85 87

● 災害時におけるトイレ機能を確保する。● 防災拠点等での下水道機能を確保する。

災害時に優先すべき機能の確保 （下水道事業）

要援護者施設

77箇所医療機関（77ヶ所）

鉄道

国道

市立中学校

（地域防災拠点 51ヶ所）

河川

軌道下の管路
の耐震化

緊急輸送路下の
管路の耐震化

地域防災拠点等と水処理セ
ンターを結ぶ管路の耐震化

水処理センター

汚水

管きょ

雨水

管きょ

H２５～H２６年度

田島幹線 管きょ耐震化工事

（H２６年度完了予定）

H２５年度

観音川幹線 管きょ耐震化工事 （完了）

耐震化延長

2,150ｍ
（H25新規発注分670ｍ）

H22年度 大師公園 （１０基設置）

H23年度 中原平和公園 （１０基設置）

H24年度 富士見公園 （１０基設置）

小田公園 （１０基設置）※

※ H25年度に施工予定

これまでの取組み

設置イメージ

マンホールトイレ

立上管下水道本管

汚水受入マンホール
（親子蓋タイプ）

下水の流れ

災 害 用 ト イ レ

川

崎

市

災 害 用 ト イ レ

川

崎

市

災 害 用 ト イ レ

川

崎

市

災 害 用 ト イ レ

川

崎

市

災 害 用 ト イ レ

川

崎

市

災 害 用 ト イ レ

川

崎

市

マンホールトイレ イメージ

防災拠点等と水処理センターを結ぶ管きょ等の
重要な管きょの耐震化の推進

災害用マンホールトイレシステム整備の推進

耐震化延長
H25
H26

682m
728m

※市立中学校（地域防災拠点）５１ヶ所と
水処理センターを結ぶ管きょの残延長

約１６４km
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 耐震化等の取組（４）（災害時における下水道の機能確保）


